仕　様　書

　この委託業務は、広島市皆賀園へ通園する障害者（以下「利用者」という。）に給食を行うものであり、施設給食の趣旨を十分認識し、適正、円滑に給食を実施するものとする。
１　給食対象施設、最大利用人数
	施　　設　　名
	人数

	広島市皆賀園 生活介護
	約　５６人

	広島市皆賀園 就労継続Ｂ型
	約　６５人

	広島市皆賀園 就労移行
	約　１０人

	計
	約１３１人


２　業務実施日及び時間
　（１）　給食の実施日は、次に掲げる日を除く日とする。

　　　　①　土曜日、日曜日及び「国民の祝日に関する法律」（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日
②　１２月２９日から３１日、１月２日から３日
③　８月６日

　　　　④　皆賀園祭の代休日１日間

　　　　⑤　発注者が別途定める休園日

　　　　　なお、上記①から⑤にかかわらず行事等により実施する必要がある場合は、事前に発注者・受注者協議のうえ行うものとする。

　（２）　給食時間
　　　　　午前１１時４５分から午後２時までの間、利用者の状況に合わせて適時提供することとする。
　　　　　ただし、提供する時間帯については、発注者は事前に受注者の指定する現場責任者に報告することとし、受注者は、指定された給食を衛生的に保管することとする。

３　業務内容

　（１）食材の購入

　　　①　受注者は、発注者が示した献立表及び食数に基づき、感染症、食中毒等が発生することがないよう、常に衛生に注意し、新鮮かつ良質な給食材料（以下「食材」という。）を必要な量だけ購入することとし、購入価格は適正な仕入れ価格とすること。ただし、受注者が購入困難な食材がある場合には、発注者に通知することとし、発注者が準備できるものとする。なお、食材の購入に当たっては、発注者が準備した食材の購入価格も含めて１食あたり平均単価が３７０円であることを考慮すること。
②　受注者は、食材の購入の際、別紙１「食材基準」に示す品質及び規格等の条件を満たす食材を購入すること。ただし、これによりがたい場合は、発注者と協議し、決定するものとする。　　　

　　　③　発注者は、食材発注書及び発注食数の交付を発注者の指定する食材納入日の３日前までに行うものとする。ただし、これによりがたい場合は、別途、指示するものとする。なお、発注書交付後に発注内容に変更が生じた場合は、納品前の食材費に限り、発注者・受注者協議の上、その内容を変更することができる。
　（２）食材の納入保管

①　発注者が前日までの納品を指定した食材以外は、当日、調理に間に合う時間までに納入すること。

　　②　受注者は、自ら納品することが困難である場合には、あらかじめ次の書面により発注者の承認を得ることにより、発注者が承認した部分を第三者に請け負わせ、または委託することができるものとする。
　　　　ア  第三者に請け負わせる理由

　　　　イ  第三者に請け負わせる材料の範囲

　　　　ウ  委託または委託しようとする相手方の会社名、連絡先
エ  第三者が納品の際に、当園施設内に乗り入れる車両には納品業者名が記載されていること。なお、これに寄りがたい場合には、給食用材料搬入中である旨を示す表示をすること。
　　　③　食材の納入の際に、発注者の敷地内に車両を乗り入れる場合は、施設内利用者等の安全に配慮した走行をすること。また、食材の納入時間について、発注者の施設運営に支障をきたすことのないよう、事前に協議すること。なお、上記②により、発注者の承認を得て第三者に食材の納入を行わせる場合には、施設内利用者等の安全に配慮した走行を行うよう指導すること。

④　受注者は、納入した食材を、その食材に応じて冷蔵庫、冷凍庫等の温度管理を行い、鮮度劣化並びに調味料類の品質低下防止等に努め、衛生状態に留意した上で適正に管理・保管すること。
（３）食材の検査等

　　①　納入した食材は、発注者の立会いのものとで検収を行い、発注者が不良品であると判断した場合には、受注者は、これを直ちに良品と取り替えなければならない。

②　納入する食材に問題がある場合は、発注者は、仕入れ先を指定することができる。

（４）報告等

①　受注者は、在庫食品の出納を、受払簿に記入整理し、毎月末に棚卸しを行い、発注者に報告すること。

②　受注者は、仕入先からの納入伝票の写しを発注者に提出すること。

（５）　調　理

　　　①　受注者は、衛生面に十分注意し、献立表（普通食、特別食：アレルギー食、ダイエット食、嚥下調整食等、原則週に１度の選択食等）及び食数表に基づき発注者の指示のもと行うこと。
　　　②　広島市皆賀園の栄養士等が個別対応を必要と認め、個別対応食をつくる際には、食材の取り置きなどに協力するとともに、作り方等については、広島市皆賀園の栄養士の指示に従い調理すること。

③　日々の献立にふさわしい作業工程を工夫し、より良い条件で食事を提供できるよう努めること。なお、調理上不明な点については、発注者と協議し適正な調理を行うこと。
④　調理過程において、不良食材の発見や、量の過不足が生じた場合は、責任をもって速やかに対応すること。

⑤　受注者は発注者が、食形態検討や摂食指導を行う際、その指示に従い必要な食形態の料理を作成すること。

（６）　盛りつけ

　　　①　盛りつけは、喫食者個々の盛りつけ指示量を厳守し、衛生面はもとより視覚的な面についても配慮を行うこと。

②　温かい料理は、配膳時料理にあった適温を確保するように、また冷たい料理は冷蔵庫で冷やすなど、料理にあった適温に努めること。

③　盛りつけ技術については、常に研究・工夫を怠らないこと。
④　アレルゲンの配慮や特別食を必要とする利用者については、適切に対応すること。発注者からの指示があった場合には、指定の容器に盛りつけ、個人別にトレイに盛り付けすること。

（７）　配膳及び下膳

　　①　受注者は、配膳及び下膳に必要な人員を配置すること。
　　②　配膳時、内容や盛り付けを点検し、配膳漏れや誤配がないようにすること。

③　下膳については、喫食に要する十分な時間を考慮すること。
　　④　基本的にはカウンターでのセルフサービス形式のため、カウンターへ配膳すること。なお、個別対応など特殊な配膳が必要な場合、配膳方法を変更する場合は、発注者と協議すること。
　　⑤　下膳については、喫食者が返却口へ下膳しやすいように配慮すること。
　（８）　検食

　　　①　発注者の行う検食は、広島市皆賀園の栄養士が給食提供前に行うもの、並びに広島市皆賀園指導員等が給食と同時に利用者の嗜好調査として行うものとし、受注者はこれを準備すること。

　　　②　検食の評価は、検食簿等により確認し、調理方法等に反映させること。

　（９）　保存食

　　　①　保存食は、利用者に提供した調理済の料理を一品につき５０ｇずつ指定の保存容器に入れ、－２０℃以下の冷凍庫内で２週間以上保存すること。

　　　②　原材料についても、納品後すぐ、洗浄しないものを５０ｇずつビニール袋等に一品ずつ取分け、１日分ごとに保存すること。（－２０℃以下の冷凍庫内で２週間以上）

　　　③　発注者が提出を求めた場合は、これに応じること。

　（１０）　衛生管理

　　　　　給食衛生管理は、食品衛生法に定める基準以上のものとし、事故の起こらないよう万全の配慮をすること。大量調理施設衛生管理マニュアルに基づく、衛生面への適切な対応を怠ることなく、食中毒予防に努めること。
　　　　　受注者は、食品衛生法に基づく「広島市食品衛生措置基準条例第１２条」及び「広島市食品衛生法施行細則第１２条」に規定する食品衛生責任者を置き、次の①から⑥までの各衛生管理の任にあたり、その結果を衛生管理簿に記録し保管及び発注者に報告すること。
　　　①　業務従事者の衛生管理

　　　　ア　受注者は、労働安全衛生規則第４４条に基づき、採用時及び年１回以上定期的に従業員の健康診断を行い、その結果について速やかに発注者に提出すること。

　　　　イ　受注者は、業務従事者に対し採用時及び月２回以上の検便（腸内細菌検査（赤痢菌、サルモネラ菌、腸チフス、パラチフス菌を含む）及び病原性大腸菌検査（Ｏ－２６，Ｏ－１１１，Ｏ－１２８，Ｏ１５７）を行うとともに、１０月から３月の間、月１回のノロウイルス検査を行い、その結果を速やかに発注者に提出すること。

　　　　ウ　受注者は、上記ア、イによる検査の結果、食品衛生上支障のある業務従事者及び業務従事者の同居の家族等が、感染症・化膿性創傷・感染症皮膚疾患等に感染した場合（疑いのある場合を含む。）には、当該業務従事者を調理業務に従事させてはならない。

　　　　エ　業務従事者は、作業開始前に自主健康チェックを行い、その内容を記録すること。

　　　　オ　業務従事者居住地の近隣で感染症が発生した場合は、発注者と協議すること。
　　　　カ　身体、衣服等は、常に清潔を旨とし、調理室では専用の清潔な作業衣、帽子、履物、前掛け、マスク、手袋等を着用し、毎日交換すること。

　　　　キ　手洗い、手指消毒は、完全に行うこと。爪は常に短く切り、指輪、ネックレス等のアクセサリーは身につけないこと。調理室外からの入室時のほか、特に用便後、電話使用後、食材料の下処理後、その他異なる調理作業にとりかかる場合は、念入りに洗浄と消毒を行うこと。

　　　　ク　便所は、発注者が指定する専用のものを使用し、使用にあたっては、調理室での専用作業衣等をあらかじめ脱衣すること。
　　　　ケ　更衣、休息にあたっては、あらかじめ定められた休憩室を利用し、利用するにあたっては、清潔を保ち、改装・改造を行わないこと。また、契約終了後は、休憩室を速やかにもとの状態に戻すこと。
　　　　コ　衛生管理に関する消耗品は受注者の負担とする。

　　　　サ  納入業者に対し、搬入時における食材の取り扱い等の衛生面の指導を行うこと。

　　　②　食材の衛生管理

　　　　ア　購入した食材は、数量、品質、品温、異常の有無、製造年月日、納入時刻及び賞味期限等を確認、記録し、直ちに所定の場所に当該食品に適した状態及び方法で衛生的に保管すること。
　　　　イ　食材による相互汚染が生じないように、分別保管すること。

　　　　ウ　油脂類は酸化を防止し、できるだけ短時間のうちに使用すること。
　　　　エ　人工着色料及びその他の食品添加物を多量に含む食品は、使用しないこと。生鮮食品は、１回で使い切る量を、適切な時に仕入れること。
　　　　オ　食材の下処理は、基本的に調理当日行うこと。

　　　　カ　食材の下処理を行った後は、調理台等を清潔にし、消毒してから一般調理に移ることとし、下処理と一般調理を同時に行わないこと。
　　　　キ　野菜、果物等で加熱せずに供する場合は、流水で十分洗浄し、大量調理施設管理マニュアルに準じて除菌、殺菌を行い、その後十分な流水ですすぎ洗いをし、厨房内でカットすること。
　　　　ク　加熱調理を行う場合は、その食材の中心部の温度を８５℃以上（ノロウイルス対応）で１分間以上（二枚貝等のノロウイルス汚染の可能性のある食品の場合は９０秒間以上）加熱処理し、その温度は中心温度計を用いて確認し加熱温度、加熱時間、実施時刻、実施者を記録すること。

　　　ケ　食材への異物（髪の毛等）の混入には、十分注意し、未然に異物（髪の毛等）の混入を防止すること。また、万一発生した場合は、発注者へ報告すること。
　　　　コ　食材の下処理後及びその他の食品は、床面など不潔な場所に置かないこと。
　　　　サ　受注者は、発注者が食材に関しての微生物及び理化学検査の結果を必要とした時、納入業者から入手し、提出すること。
③　施設、設備の衛生管理

　　　　ア　調理室・食品庫・食器洗浄コーナー・下処理室等の給食関係施設は、作業終了後毎日清掃、整理整頓し、衛生上支障のないように清潔に保つこと。
　　　　イ　壁・床・扉等は、常に清潔にしておくこと。
　　　　ウ　調理室は十分な換気を行い、高温多湿を避けること。室温２５℃以下、湿度８０％
以下となるよう努めること。

　　　　エ　調理室の出入口及び窓は、開放したままにしないこと。

　　　　オ　排水溝の厨芥・残菜等は、常に除去し、清潔に保つこと。

　　　　カ　防鼠・防虫については、常に留意し、発見した場合は退治に努め、発注者に報告すること。なお、定期的な駆除については、発注者が実施するものとし、受注者はこれに協力すること。

　　　　キ　手洗い設備は、常に清潔に保ち石鹸・爪ブラシ・ペーパータオル・食品添加物認可の消毒用アルコールを常備すること。

　　　　ク　調理室内には、関係者以外の者や動植物は入れないこと。なお、関係者以外を立ち入らせる場合は、発注者の許可を得て白衣等の清潔な着衣を付けることを必要とする。
ケ　調理室内、冷蔵庫、冷凍庫内にダンボールを持ち込まないこと。納品時には、専用の容器に移し替えること。
コ　冷蔵庫及び冷凍庫のフィルターは定期的に清掃すること。
サ　殺菌灯は、点滅等の不良を呈した場合は、速やかに発注者に報告すること。

　　　④　備品等の衛生管理
　　　　ア　調理器具類の洗浄には、無りん合成洗剤又は石鹸を適正濃度で使用し、必要に応じて蒸気または煮沸消毒を行い、衛生的に使用すること。また、洗浄不可能な器具については、200ppm次亜塩素酸ナトリウム希釈溶液やアルコール拭掃等による消毒を行い、清潔を保つこと。なお、洗浄、消毒した調理器具等は、常に所定の場所に整理整頓して衛生的に保管すること。
　　　　イ　冷蔵庫内、冷凍庫内は、常に整理整頓し、清潔にしておくこと。また、庫内温度は各々に冷蔵庫５℃位、冷凍庫－１８℃以下（保存用冷凍庫は－２０℃以下）と適正に管理記録し、異常が発生した場合は、直ちに発注者に報告すること。
　　　　ウ　包丁及びまな板は、肉用、魚用、野菜用など用途別に区分し、使用すること。また、使用後は十分に洗浄して殺菌庫に保管し、まな板は、調理終了後、毎回漂白消毒後に、殺菌庫に保管すること。
エ　調理器具、まな板、包丁を使用し、またひきつづき使用するときは、洗浄後必ずアルコール消毒などを行い、洗浄のみで次の作業に使用しないこと。

　　　　オ　布巾等は、十分洗浄したうえ、煮沸消毒または次亜塩素酸ナトリウムで消毒を行い、乾燥させたものを使用すること。また、使用にあたっては、食器用、器具用等用途別による使い分けを行い、衛生的な配慮を行うこと。
　　　　カ　清掃用機材は、用途別に区分して使用し、使用後は十分に洗浄・消毒・乾燥を行い、衛生的に使用し、専用の場所に保管すること。また、清掃に用いる洗剤は、それぞれ正しい取り扱い及び管理に努め、事故のないよう注意すること。
　　　⑤　残菜等の処理
　　　　ア　残菜、残飯、厨芥等は、十分水切りを行った後、所定の容器等に保管し、汚染及び汚臭が発生することのないよう注意し、衛生的に取り扱うこと。

　　　　イ　段ボール等の不用品は、速やかに搬出して、発注者の指定する場所に処理すること。

ウ　廃棄物を分別排出し、常に厨房の清潔保持に努めること。

　　　⑥　納入業者の衛生管理

　　　　納入業者に対しては、搬入時には指定の履物に履きかえること、新鮮な食材を納品すること、食材の取り扱いは衛生的に行うことを常に指導する。

　（１１）　食器具等の洗浄、消毒及び保管

　　①　下膳した食器等は、洗浄・消毒し、整理整頓して衛生的に保管すること。なお、消毒保管庫における消毒は、庫内温度が８５℃以上に上昇してから２０分間以上の加熱を基準とする。
②　食器洗浄器等に使用する洗剤は、品名、成分等について事前に発注者に文書で届け出し承認を得ること。また、使用にあたっては、洗浄後食器に洗剤残留がないように注意すること。

③　食器は必要に応じて食器に適した漂白処理を行い、視覚的にも美しさを保つこと。

　　　④　食器消毒保管庫は、常に手入れを行い、清潔にしておくこと。
　（１２）　施設、設備の管理

　　　①　施設管理

　　　　ア　給食施設における電気、ガス、水道の使用後の確認や調理室等の出入口などの施錠の確認は、責任者を決め施設点検安全点検表により安全を確認・記録し提出すること。
　　　　イ　作業中は、火気の使用に特に注意し、事故の無いように心がけるとともに、作業終了後は、必ず火元の総点検を実施し、安全の確認を行うものとする。

　　　②　設備管理

　　　　ア　調理用機器等の主要な設備は、その取り扱い要領を使用者によく説明し、故障事故の起こらないよう保守管理に努めること。

　　　　イ　食器、食器トレイは、使用に際して正しく丁寧に取り扱うこと。また、不足することがないように管理すること。
　　　③　機器等の取り扱い要領の作成

　　　調理用の機器、器具等については、個々にその取り扱い要領を作成の上、掲示若しくは供覧し、操作ミスによる機器の損傷並びに作業事故の防止に備えること。
　　　④　緊急修理の対応

　　調理機器等に支障が生じた場合は、直ちに発注者に報告するとともに、業務の遂行に遅滞することがないよう、発注者の指示に従うこと。
（１３）給食委員会及び関係会議等への参加

　　　　　発注者が必要と認めた場合、受注者は給食委員会などへ出席すること。また、受注者は、当該委員会等において得た情報のうち、業務内容の指導・改善等に関する必要な連絡事項は、受注者の業務従事者に周知徹底させなければならない。

４　業務従事者

（１）受注者は、業務を適正かつ円滑に実施するため、次に示す職種の業務従事者を必要数配置し必要時間従事させること。
　　　①　栄養士

　　②　調理員
また、受注者は、先の従事者の中から栄養士の免許を有する者を現場責任者に選任し、当該責任者は専任とするとともに、原則として開園、開所日には常駐させること。

（２）受注者は、業務従事者の配置について、事前に発注者に名簿と健康診断結果を提出し、発注者の承認を得なければならない。業務従事者の変更があった時も同様とする。名簿は職名、氏名、生年月日、住所、経歴を記載したものとし、有資格者は、その資格が確認できるもの資料を添付すること。

（３）受注者は、やむなく業務従事者を変更するときは、業務の低下を招かないように配慮しなければならない。

（４）受注者は、業務従事者に対して定期的に、衛生面及び技術面の教育又は訓練を実施し、発注者に報告すること。

（５）業務従事者が、病気その他の理由で業務に従事できない時は、発注者に速やかに報告するとともに、業務に支障を来たさないよう、ただちに代替要員等の対策を講じること。
（６）受注者は、業務の実施に当たって、専門的な立場から必要な指導を行う業務責任者を置くものとする。なお、業務責任者は現場責任者を兼務するものとする。
（７）受注者は、労働関係法令を遵守すること。
　　　なお、食中毒や災害等非常時の際は、当該緊急事態に対応できる体制を整え、発注者の指示に従うこと。
５　業務実施にあたっての留意事項
（１）受注者は、食品衛生法等の関係法規及び大量調理施設衛生管理マニュアルの定めに従って、衛生の立場から利用者の安全を図らなければならない。

（２）受注者は、利用者に支障がないように、給食時間を遵守すること。

（３）受注者は、施設・設備・器具が破損した場合、直ちに発注者に報告すること。
（４）受注者は、やむを得ない理由により献立表による食事を調理できない時は、その旨を直ちに発注者に報告すること。
（５）受注者は、発注者からの改善指示、指摘等を受けた場合、現場指導のため職員を派遣し現場の改善を行わなければならない。なお、その際、発注者との面談を行い、状況を把握するとともに、これに対する改善策を提示すること。
（６）その他、受注者は、発注者の円滑な施設運営のため、発注者が必要と認めた業務（夏季における利用者の水分補給のための冷茶提供等）を率先して行うこと。
６　報告事項等

（１）受注者は、あらかじめ発注者に対し、業務従事者の氏名等（栄養士については、その資格が確認できる資料を添付すること。）を業務従事者名簿として発注者に提出するものとする。変更があった時も同様とする。
（２）受注者は、委託に関する帳票の作成、整理、保管を行うほか、発注者の指示に従い、業務日誌、衛生チェック表、施設安全点検表、食品の加熱加工の記録、検収記録簿、食品出納簿、その他業務上必要な諸帳簿について発注者に報告すること。

（３）社会福祉法人広島市社会福祉事業団委託契約約款第１２条に定める委託業務実施報告書は業務日誌及び月間報告書とし、業務日誌は毎日（休日等の場合には翌日）前日分（３月３１日分は当日）を提出し、月間報告書は翌月の１０日（ただし、３月分については、３月３１日）までに提出して、それぞれ発注者の確認を受けるものとする。
７　費用の負担等
（１）受注者は、備えられてある施設、設備、器具等を使用して調理業務を行う。設備、器具は、別紙２「調理用設備器具一覧表」のとおり。なお、「調理用設備器具一覧表」に記載のない物品で、発注者が必要と認めたものについては、別途使用を認める。

（２）委託業務を行うために要する費用は、次の区分により負担することとする。
　①　発注者の負担する費用

　　　　ア　電気料、水道料及びガス料
　　　　　　電気、水道及びガスの使用に当たっては、効率的に使用するよう努めること。

　　　　イ　ごみの処分経費（手数料は除く）
　　　②　受注者の負担する費用

ア　保存食及び検食分の費用
　　　　イ　受注者の使用する消耗品等事務費及び通信運搬費
　　　　ウ　衛生管理に関する消耗品（ラップ、アルミ箔、クッキングシート、ポリ袋、洗剤類、消毒液、布巾、スポンジ等）
　　　　エ　ごみの処分手数料（広島市事業ごみ指定袋）

８　損害賠償

（１）受注者の責任で感染症又は食中毒等の事故が発生した場合また、契約に定める事項の不履行により、発注者に損害を与えた場合は、受注者はその損害を賠償しなければならない。

（２）前項の規定により、感染症及び食中毒等の事故を起こした場合、受注者は、その原因について発注者に報告しなければならないものとする。なお、その際、３（２）により材料の納入を第三者に行わせている場合には、感染症又は食中毒等の事故発生時において、第三者の許可証（運送業の許可証等）、配送員を含む従事者の検便の実施及び、検便を実施している場合はその結果の提出を含めて、発注者に報告しなければならないものとする。
９　その他
（１）受注者は、発注者から必要な資料の提出を求められた時は、これに応じなければならない。
（２）受注者が契約書で定めた事項を誠実に履行しないと発注者が認めたとき、その他受注者が適正な施設給食を確保する上で支障となる行為を行ったときは、契約期間中であっても発注者において契約を解除できるものとする。

（３）受注者は、履行期間の始期から適切に業務を遂行できるよう準備すること。

（４）受注者は、契約期間の終了又は、解除に際しては、発注者の指定する者が本業務を円滑に遂行できるよう協力すること。
（５）受注者は、不当廉売行為等安全な商習慣に違反する行為を行わないものとする。
（６）この仕様書に疑義があるとき、又は定めのない事項については、発注者・受注者協議して定めるものとする。

別紙　１
食　材　基　準
【食材の条件】

　１　食品衛生法に基準があるものについては、その基準に適合していること。
　２　食品添加物を極力使用していない食材であること。

　３　遺伝子組み換え食品ではないこと。

　４　生鮮食品は新鮮かつ良質であり、大量調理施設衛生管理マニュアルに記載されている保存温度等により適切に管理された食材であること。
　５　できる限り国産で、かつ地場産の食材であること。

　６　産地を明確に記載等されている食材であること。又は産地が明確である食材であること。

　７　加工品においては、内容表示、賞味期限、製造業者が明記されていること。（材料の内容が明らかでない半製品等は、給食調理用食材として認められない。）

　８　放射線照射などの化学処理をしていない食材であること。なお、特別な理由があり、かつ発注者が認めた場合はこの限りではない。

【食品別詳細基準】
	食品名
	詳細基準

	精肉
	鶏肉、豚肉、

牛肉
	冷凍品ではなく、かつ国産品であること。

※ 上記基準以外の食品を使用する場合は、発注者・受注者協議することとし、発注者が認めた場合にのみ使用することができるものとする。

	
	加熱食肉製品
	添加物を極力使用していない、上記基準を満たすものであること。

	魚
	・原則、鮮魚であること。

・発注者の指定により下処理した場合は、骨の無い状態に処理してあるものであること。

・上記基準によりがたい場合は、発注者・受注者協議することとし、発注者が認めた場合にのみ、変更することができるものとする。

	鶏卵
	サルモネラ菌が除去されており、賞味期限が８日以上あるものであること。

	野菜
	・生鮮野菜であること。

・冷凍、カット野菜を使用する場合は、発注者に協議するものとし、発注者が認めた場合にのみ使用できるものとする。

	米、乾物、調味料
	発注者・受注者協議のうえこれを決定する。

	牛乳・乳製品
	発注者が指定するものであること。


【その他】

　　上記基準に適合した食材を使用して調理する場合においては、うまみ調味料を使用しないこと。

別紙　２
調理用設備器具一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	品　　　　　名
	数量
	品　　　　　名
	数量

	配膳車

配膳カート

ポットどりティーサーバー

キッチンワゴン

調理台

パンラック

食品庫ステンレスラック

冷蔵庫

冷凍庫

ストッカー

プレート殺菌庫

フードスライサー

スライサー置き台

脇台

盛りつけ台

湿温蔵庫

戸棚

配膳台

ライスウォーマ

電気コンロ

ベーキングスケール

炊飯器

フードプロセッサ

食器洗浄機

ソイルドテーブル

クリーンテーブル
	１

２

１

２

４

３

４

２
１

１

１

１

１

２

２

１

２
２

１

１

１

１

１

１

１

１
	食器消毒保管庫

回転釜
フライヤー

ドラフト洗米機

スチームコンベクションオーブン

ガステーブル

自動手洗い器

２槽シンク

１槽シンク

シャワーシンク

台車

電気炊飯器


	２

１
１

１

１

１

２

２

２

１

１

１
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